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新システムで検索してみよう！
ー今、話題の判決をー

はじめに

２０１３年１２月から、TAINSの新検索
システムがスタートしました。既に、
ご案内のとおり、GoogleやYahooの
検索エンジンのように、TAINS初心
者でも、情報の検索が簡単にできるこ
とをコンセプトとしています。
また、従来どおり、キーワードによ
る TAINSキーワード詳細検索 もする
ことができます。

Ⅰ TAINSホームページ

１．URS http : //www.tains.org

ログイン をクリックします。

２．ログイン

ユーザIDとパスワードを入力し
て、 ログイン をクリックします。

３．検索トップ画面

ログイン後の検索トップ画面は、①
検索以外のコンテンツへのアイコン、

②検索窓、③検索条件設定のボタンの
３つの構成になっています。

検索窓にポイントを置いて、キーワ
ード【相続税 所得税 二重課税】と入
力し、 検索 ボタンをクリックします
と、検索結果一覧の画面になり、検索
結果件数表（１１１件）が表示されます。

４．情報件数が多い場合

検索結果の件数が多い場合は、①税
区分（所得税、法人税、相続税、消費
税、他国税、地方税、その他）、②情報
区分（判決・裁決・通達・相談事例・
その他文書）、③日付範囲（判決・裁決
年月日）などで絞り込みます。
この絞込みは、検索後、検索結果一
覧画面で行い、 再検索 をします。
また、検索前に、検索条件を指定す
ることによってもすることができま
す。その場合は、前記３検索トップ画面
の 税法データベースの検索条件指定
をクリックして行います。

５．判決年月日による検索

判決年月日・裁決年月日が、予め分
かっているときは、検索トップ画面の
検索窓に全角の大文字英数で次のとお
り入力して検索をします。

６．TAINSコードによる検索

同様に、TAINSコードが分かって
いるときは、次のとおり入力します。

Ⅱ 判決の紹介

以下、今回の検索結果の中から、新
しい判決をご紹介します。

１．相続税と所得税の二重課税

平２５．１１．２１東京高裁（棄却）
Z８８８－１８０２
平２５．６．２０東京地裁（棄却）
Z８８８－１８０１

この事案は、控訴人が相続により取
得した不動産に係る譲渡所得のうち亡
Aの保有期間中の増加益について、非
課税規定（改正前所法９①十五）の適
用があるか否かが争われたものです。
東京高裁では、被相続人Aが価額８０
で購入した土地を、相続により相続人
Bが価額１００取得し、その後、Bがこれ
を他に価額１１０で売却したという事例
を想定したうえで、次の理由から、非
課税規定は適用できないと判断し、原
審判決を維持しました。
① 所得税法は包括的所得概念を採用
し、本来、Bが相続により取得した価
額１００は所得税の課税対象となるはず
であるが、相続税も課されることか
ら、これに所得税を課すときは、実質
的には同一の経済的価値に対し所得税
と相続税の二重課税をすることにな
る。
② このような二重課税を排除する趣
旨で、相続等により取得する所得につ
いては所得税を課さないこととする非
課税規定が置かれている。
③ 所得税法の下では、Bが土地を他
に売却したとき、Bに、Aの保有期間
中の増加益２０とBの保有期間中の増加
益１０との合計３０に対する所得税が課さ
れるが、そのうちAの保有期間中の増
加益２０に対する部分は、本来相続時に
Aに課されるべきものが繰り延べられ
ていたという性質を有するものであっ
て、相続人であるB固有の所得に対す
る課税ではなく、被相続人であるA固
有の所得に対する課税の繰延べとみる
べきものである。
④ 他方、Bに課される相続税は、も
とよりBが相続により土地を取得した
ことによるB固有の経済的利得（１００）

に対するものである。
⑤ そうとすると、Bに課される１００
に対する相続税とAの保有期間中の増
加益２０に対する所得税とが、実質的に
同一の経済的価値に対して二重に課税
するものであるとはいえない。

２．貸倒損失～元代表取締役に
対する貸付金

平２５．１０．３東京地裁（一部取消し）
（確定）Z８８８－１７９３

この事案では、前代表取締役乙に対
する貸付金等に係る貸倒損失３億
８，６４２万円を損金の額に算入できるか
否かが争われました。
原告は、乙の銀行口座に３億１２１万
円を振り込み、乙はD信金からの借入
金（丙及び甲は連帯保証人、原告は根
抵当権設定者兼連帯保証人）を返済し
たことから、本件返済は原告による代
位弁済か、原告による各保証債務の代
位行使の可否が主な争点となりまし
た。
東京地裁では、次のとおり判断し、
ほぼ原告の主張を認め貸倒損失の損金
計上を認めました。
① 代位弁済の成立を認めることはで
きず、原告は、丙及び甲に対する保証
債務を行使することもできないから、
原告が保証債務を履行し得ることを理
由として、貸付金等の回収可能性が存
在していたということはできない。
② 事業年度の末日時点において、乙
は、貸付金等の返済に供せる程の資産
を有していなかったことから、貸付金
等の全額が回収不能となっていたこと
が認められる。

おわりに

２０１４年、TAINSは、第５世代シス
テムで運用しております。皆様方に使
いこなしていただきながら、さらに使
い易いシステムを目指してまいります
ので、よろしくお願いします。
今回は、紙面の都合上、詳細な検索
の説明は省略いたしましたが、「検索ト
ップ画面」には、 マニュアル のアイ
コンもありますので、ご活用くださ
い。
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